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マー国軍は民主化運動を武力で制圧、国家法秩序回復評議会 （ＳＬＯＲＣ）を設立し、権力を掌握した。以降、一九九七年一一月に国家平和発展評議会 （ＳＰＤＣ） へと名称こそ変わったものの、軍事独裁体制は続いた。発足当時、総選挙を実施するための暫定政権であったはずの軍政は、現実には一九九〇年五月に実施された選挙結果を無視し、民主化陣営への政権移譲を拒否、権力に居座り続けた。そして、昨年の動乱 なかで、軍政の統治はついに二〇年目を迎えた。
　この間、国際社会はミャンマー軍





点は、次の三点である。すなわち①対外開放とその成果、②軍政 経済運営（食糧政策とマクロ経済政策） 、③中国 ＡＳＥＡＮとの関係強化である。ここでは詳しく議論を紹介する紙幅はないが、これら三つの視点を精査した結果、ミャンマー経済は、幸運や偶発的 政策効果を含む複合的な要因によって、その持続性が確保されてきたことが明らかになった。
　欧米諸国の経済制裁の影響は、近
隣諸国との経済関係強化によって緩和されてきた。財政赤字、国有企業、多重為替レート ど移行経済の抜本的問題に関わる改革はことごとく先送りされているにもかかわらず、外貨の流動性を抑える諸規制や金融抑圧は、結果とし 巨額な赤字財政の下での安定的な物価水準を可能としてきた。開放経済化にともなう民間企業の自生的成長は、ミャンマー経済を下支えした。最近では、天然ガス輸出により対外経済部門が改善しており、一時期の外貨危機は過去の話となった。コメを政治財とみなし、
あらゆる手段を動員して米価の低位安定を確保しようとする政府の姿勢は、基礎食料の価格安定に一定の貢献をした。 「豊かな」食生活を保障する食糧政策は、社会不安 もたらすような貧困の蔓延を防ぐことに成功してきた。これらの要因が、経済制裁下にあるミャンマー経済の奇妙な「安定」を可能と てきたのである。
　しかし、このことは経済の健全な
成長を意味するものではない。むしろ、悪い政策の組合せに る思いがけない政策効果や、天然ガス開発の成功といった偶然や（軍政にとっての）幸運を含む諸要因が 本来なされるべきであった抜本的改革の先送りを可能としてしまったのが実態なのである。すなわち、現在のミャンマー経済の持続可能性は 経済全体の低成長という大き 犠牲の上に立脚しているといえる。
　本書の貢献は、以上のようなミャ
ンマー経済の停滞 持続のメカニズムを解明したことである。しかし、執筆陣が感じるジレンマは、そ ようなメカニズムの解明が、ミャンマー経済を低位均衡から引き上げることにつ がらないのみならず、その将来展望をいっそう悲観的なものにしてしまうことである。それでも現実を正しく認識すること 、ミャンマー経済の発展を展望する第一歩となると我々は信じている。
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